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17 年度 設定なし
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21,4004,2804,2804,2804,2804,280
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

56084
58058
96.6％

千円
千円 54380

57341
94.8

28461
28461
50100

56922
56922

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
執行済額
予算額
事業費進捗率

評価対象外事業
(介保)一般管理事務事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
高齢者対策の充実

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

長寿介護課

介護保険法第３条
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

福岡 保裕
所管課情報 担当課： 562

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 65歳以上の第１号被保険者並びに40歳以上の第２号被保険者

矢野 真人

加齢による心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となり、介護、機能回復訓練等の管理、その他の
医療を要する者等について必要な保健医療サービス。

事業の目的

介護保険事業に係る総務費

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
52,991
3,999
0

5,740
4,067
9,807 4,903

2,033
2,870 4,285

4,067
8,352

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

0
0
0

3,661
6,146

0.50
7,999
0

3,999
0

34,200
0

3,367
19,423 4,691

0.50
8,135
0

4,067
0

0
0

3,661
-32,328
1,831
0

35,400
0

2,033
0

8,135
0.250.50

8,135
0

4,067
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二次評価

二次評価
（所属部長）

課題認識

おもに介護保険事業を行う職員の給与や事務にかかる経費を計上している。特段の事業改善や効率の
向上は望めないが、歳出削減に努めながら基幹事務として継続する必要がある。

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題
 評価委員会抽出事業

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

B

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

C市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 5

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

C

C

C
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

市の関与の妥当性 3
事業の効果 3

事業進行が適切に進んだと考える。

自己評価
3目的の妥当性

市民ニーズへの対応 3

成果指標

指標設定の
考え方

人件費等の総務管理費であることを考慮して、指標設定に関しては予算の執行率とする。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
00100100

受益者負担の適正 3

0094.896.6

成果指標
執行済額（直接事業費）÷予算額（直接事業費）＝事業費進捗率
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・事務費の財源内訳の金額と事業活動実績の執行済額の金額が一致していない。・介護保険は今後も一
般会計からの繰入がどんどん増えていくことが想定される。この会計はきちんと実施しなければならな
い。・事業内容をもう少し精査いただき、直接事業費を正確に記載し直していただきたい。・自己評価がＣ
評価の割には事業進行が適切に進んだと考えるとあり、所属長のＢ評価の方が説明は丹念、丁寧で良く
分かる。その差が一番気になる。

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


